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今月号の内容  
 

 年金・医療制度とも赤字続き 

 介護労働者の就業実態と雇用環境改善への取組み 

 日本人の平均寿命が過去最高を更新  

 「児童相談所」の通報番号が全国共通に 

 最低賃金、今年は据置きが大勢か？ 

 「実習型雇用支援事業」がスタート 

 活用が広がる「動産担保融資制度」とは？ 

 「高額介護・高額介護合算療養費制度」の申請受付開始  

 「多重派遣」をめぐる労働局による命令事例  

 利用が増える「遺言信託」のメリット 

 霞が関（中央省庁）に「認証保育所」開設へ 

 ９月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 
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年金・医療制度とも赤字続き 

 
◆過去最大の赤字幅 

厚生労働省は、自営業者などが加入す

る国民年金とサラリーマンが加入する厚

生年金、また、主に中小企業のサラリー

マンが加入する「協会けんぽ」の 2008

年度の決算を発表しました。 

国民年金・厚生年金とも運用損が響き

過去最大の赤字幅となっており、赤字額

は、国民年金が１兆 1,216 億円、厚生年

金が 10 兆 1,795 億円となっています。国

民年金が３年連続の赤字、厚生年金が２

年連続の赤字です。 

この主な原因は、リーマンショック等

により内外の株式市場が大幅に下落した

ことに加え、為替市場で急速に円高に進

んだ影響により、積立金を運用している

年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）

の運用損失が膨らんだためです。 

厚生年金においては、前年度に比べ被

保険者数の増加や保険料率の引上げ等に

より歳入が増加し、歳出について受給者

数の増加はあったものの、全体では

3,136 億円歳入が歳出を上回りました。

一方、国民年金では歳入が被保険者数の

減少により減ったことにより、歳出が歳

入を 4,199 億円上回っています。 

 

◆年金給付と制度の見直し 

これらの結果が、すぐに年金給付に影

響を与えることはないと思われますが、

このまま低迷が続くようであれば、現行

制度の見直しも迫られそうです。 

また、協会けんぽ（旧政管健保）では

収支が 2,538 億円の赤字となり、単年度

赤字は２年連続で、赤字幅も拡大しまし

た。失業が増えたことによる加入者の減

少だけでなく、保険料計算のベースとな

る給与や所得の水準も下がりました。支

出については、高齢化に伴う医療費増が

影響しています。 

 

◆協会けんぽでは９月から個別の保険料

率 

協会けんぽでは、今年９月から、保険

料率が全国一律のものから都道府県ごと

に個別に決められることになり、収支の

結果がますます影響を及ぼすことになり

そうです。 

 

介護労働者の就業実態と雇用環

境改善への取組み 

 
◆平均勤続年数は 4.4 年 

厚生労働省所管の財団法人介護労働安

定センターが、昨年 10 月に実施した「介

護労働者の就業実態と就業意識調査」の

結果を発表しました。 

訪問介護員、介護職員の１年間（平成

19 年 10 月１日～平成 20 年９月 30 日）

の採用率は 22.6％、離職率は 18.7%でし

た。採用に関しての募集ルートは「ハロ

ーワーク・人材銀行」が 78.0％で最も多

く、次いで「職員や知人を通じて」が

64.0％、「折込みチラシ、新聞・雑誌の広

告」が 46.7％の順でした。また、全体で

は「中途採用」が 84.6％と圧倒的に多く、

「新卒採用」はわずか 9.6%でした。 

職 種 別 の 離職率は 、訪問介 護員 は

13.9％、介護職員は 21.9％で、就業形態

別では正社員が 18.5％、非正社員は

18.9％でした。離職者のうち、勤務した

年数が「１年未満の者」は 39.0％、「１

年以上３年未満の者」は 36.5％で、離職

者の 75.5％が３年未満で離職していま

す。 

勤続年数をみると、全体の平均で 4.4

年、職種別では訪問介護員が 4.3 年、介

護職員が 3.8 年という結果になっていま

す。 

 

◆雇用環境改善への取組み 

早期離職防止や定着促進のための方策

というテーマのアンケートでは、「職場
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内の仕事上のコミュニケーションの円滑

化を図っている」が 63.4％で最も多く、

次いで「労働時間の希望を聞く」が

60.3％、「賃金・労働時間等の労働時間を

改善する」が 52.6％でした。 

また、訪問介護員、介護職員に対する

人材育成のための取組みのテーマでは、

「教育・研修計画を立てている」が

51.7％で最も多く、次いで「自治体や業

界団体が主催する教育・研修には積極的

に参加させている」が 50.0％、「採用時

の教育・研修を充実させている」が

39.0％となっています。 

一方、人材育成の取組みにあたっての

問題点については、「人材育成のための

時間がない」が 47.7％で最も多く、次い

で「採用時期が別々で効率的な育成がで

きない」が 28.3％、「人材育成のための

費用に余裕がない」が 25.8％の順でした。 

 

◆業界・個別事業所での対策が必要 

今後、介護サービスを運営するうえで

の問題点として、「今の介護報酬では十

分な賃金を支払えない」や「良質な人材

の確保が難しい」といった声も多いよう

です。 

介護報酬アップや現状の雇用情勢は、

介護業界にとって「追い風」とも言われ

ていますが、業界全体や個別の事業所ご

とに取り組むべき課題への対策が急がれ

ます。 

 

日本人の平均寿命が過去最高を

更新  

 
◆女性 86.05 歳、男性 79.29 歳 

厚生労働省が 2008 年「簡易生命表」を

公表し、日本人の平均寿命が女性 86.05

歳、男性 79.29 歳となり、ともに過去最

高を更新したことがわかりました。前年

に比べて女性は 0.06 歳、男性は 0.1 歳延

びていますが、インフルエンザの流行な

どにより、平均寿命が短くなった 2005

年以降、３年連続の延びです。 

「簡易生命表」は、その年の死亡状況が

変わらないと仮定して、各年齢の人が１

年以内に死亡する確率や、平均してあと

何年生きられるのかの期待値を示す「平

均余命」の指標です。また「平均寿命」

とは、０歳時の平均余命のことです。 

 

◆女性は 24 年連続世界一、男性は 4 位へ

後退 

日本人女性の平均寿命は 24 年連続世

界一で、男性は 2007 年の３位から４位に

後退しました。女性の２位は香港の 85.5

歳、３位はフランスの 84.3 歳、４位はス

イスの 84.2 歳の順です。 

一方、男性の１位はアイスランドの

79.6 歳、２位は香港とスイスの 79.4 歳

となっています。 

 

◆医療・年金制度の充実が求められてい

る 

2008 年に生まれた赤ちゃんのうち、65

歳 以上まで生きる人の割合は女性で

93.4%、男性で 86.6％となっており、さ

らに 90 歳以上まで生きる人の割合は女

性が 44.8％、男性が 21.1％となりました。 

平均寿命が延びた理由については、医

療水準の向上などにより、三大死因とさ

れる「がん」、「心臓病」、「脳卒中」の死

亡率が下がったことが大きな要因とされ

ており、交通事故による死亡者数が減っ

たことも影響しているようです。 

平均寿命が延びることに伴って高齢者

等が安心して暮らせる社会にするために

も、医療や年金といった制度の充実がま

すます求められます。 

 

「児童相談所」の通報番号が全国

共通に 

 

◆通報・相談しやすい体制づくり 
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厚生労働省は、各地の児童相談所に全

国共通の電話番号を導入する方針を決め

ました。地域によってバラバラだった番

号を統一することにより、児童虐待や育

児に関する相談などを受け付けやすくす

ることが狙いです。 

児童相談所では、児童虐待の通報のほ

か、様々な相談に応じています。これま

で全国統一の電話番号はなく、各自治体

が広報誌などで周知していました。今回

の取組みは、すでに導入済みの小児救急

相談ダイヤル「＃8000」のように、全国

共通番号の導入で周知を進め、通報や相

談を受け付けやすくするものです。 

新しく決まる共通番号に電話をすれば、

所管の児童相談所に自動的に転送される

仕組みです。固定電話からかけると市内

局番などから所管の相談所を割り出し、

市内局番と相談所の所轄が一致しない場

合や、携帯電話からの通話の場合は郵便

番号などをプッシュしてもらい振り分け

る流れです。ただし、PHS や IP 電話には

対応せず、通話料は有料の見込みです。 

 

◆通報は国民の義務でもある 

「児童虐待の防止等に関する法律」では、

児童虐待が疑われる場合の通告を国民の

義務としています。しかし現状において

は、児童相談所は、都道府県、政令市な

ど別々の母体が設置しており、ある都市

では県と市の相談所が２つあったりする

ように、所管地域が複雑なため、従来は

電話の転送が困難とされていました。 

厚生労働省が今年の５月に全国 201 カ

所の児童相談所を調査したところ、約９

割の相談所は上記の転送が可能で、技術

的な理由で加入できない自治体が 11 カ

所残りますが、今回、導入に踏み切るよ

うです。 

 

◆今年 11 月までには詳細が決定 

電話番号は「0570」から始まる見通し

で、厚生労働省は今年 11 月の「児童虐待

防止推進月間」までに詳細を決めるとし

ています。 

現実に通報されるケースは氷山の一角

とも言われていますが、この仕組みの導

入により、児童に対する虐待を少しでも

防ぐことが期待されます。 

 

最低賃金、今年は据置きが大勢

か？ 

 
◆引上げ額の目安は全国平均７～９円 

厚生労働大臣の諮問機関である中央最

低賃金審議会（小委員会）は、2009 年度

の最低賃金の改定額の目安を決定しまし

た。35 県については現状維持とし、最低

賃金額が生活保護支給額を下回る 12 都

道府県に限って引上げの方針を打ち出し

ています。その結果、引上げ額は全国平

均で７～９円となり、昨年度実績（16 円）

を下回る見込みです。 

最低賃金は、企業が従業員に支払う義

務のある最低限の賃金で、都道府県ごと

に決まっています。現在は、最も高いの

が東京都、神奈川県などの「766 円」、最

も低いのが宮崎県、鹿児島県、沖縄県な

どの「627 円」となっており、全国平均

は「703 円」（いずれも自給換算）です。 

今回の目安を反映すると、2009 年度に

は最低賃金額は 710～712 円となる見通

しです。 

 

◆景気後退の影響は 

今回の審議においては、生活保護の支

給額が最低賃金の額を上回る地域の解消

と、昨秋以降の景気後退の影響をどうみ

るかが焦点です。昨年は 47 都道府県すべ

てで引上げが示されましたが、昨秋以降

の急速な景気後退に配慮し、今回は 35

県を現状維持としました。 

引上げを示したのは 12 都道府県にと

どまりました。それも、最低賃金の額が

生活保護の支給額を下回る状況を解消す
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るのが狙いで、最も引上げ額が大きいの

は東京の 20～30 円、最も低いのは秋田の

２円でした。 

 

◆賃金の底上げは小幅となる見通し 

2007 年度・2008 年度は賃金底上げを狙

い、10 円を上回る大幅な引上げ額の目安

が示され、2009 年度で引上げ実績は７年

連続ですが、賃金の底上げは小幅になり

そうです。 

前述の小委員会は中央最低賃金審議会

に結果を報告し、これを受け、審議会が

厚生労働大臣へ答申する見通しです。そ

の後、都道府県ごとの最低賃金審議会で

議論され、各地域の引上げ額が決められ

ます。今秋には新しい最低賃金が適用さ

れる見込みです。 

 

「実習型雇用支援事業」がスター

ト 

 
◆人材確保を考えている企業を支援 

昨今の厳しい雇用情勢において、休業

を実施することにより雇用を維持しよう

とする事業主を支援する助成金（雇用調

整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金）

が広く利用されていることから、助成金

への関心が高まっていますが、７月から、

人材確保を考えている中小企業等を支援

する新たな制度である「実習型雇用支援

事業」がスタートしました。 

企業が、十分な技能や経験を有しない

求職者を「実習型雇用」により受け入れ

ることにより、求職者の円滑な再就職と

中小企業等の人材確保を促進するもので

す。 

具体的には、ハローワークから職業紹

介を受けた求職者と企業が、原則６カ月

間の有期雇用契約を結び、「実習計画書」

に基づいて、技能および経験を有する指

導者の下で指導を受けながら実習や座学

などを通じて必要な技能や知識を身に付

けることで、企業のニーズにあった人材

を育成し、その後の正規雇用へとつなげ

ることを目的とします 

 

◆助成額と要件 

実習型雇用により求職者を受け入れた

事業主に対しては、「緊急人材育成・就

職支援基金」より、以下の通り助成金が

支給されます。 

（１）実習型雇用期間（６カ月）……１

人あたり月額 10 万円 

（２）実習型雇用終了後の正規雇入れ…

…１人あたり 100 万円（ただし、正規

雇用６カ月後に 50 万円、その後６カ月

後に 50 万円と２回に分けて支給） 

（３）正規雇入れ後の教育訓練……１人

あたり上限 50 万円 

対象となる事業主は、ハローワークに

おいて実習型雇用として受け入れるため

の求人登録をしていること、実習型雇用

終了後に正規雇用として雇い入れること

を前提としていることであり、企業規模

や業種などの要件は定められていません。 

 

◆求職者・企業双方にメリット 

技能や経験が不足していることが理由

でうまく採用に結び付かないケースは数

多くあると思われますが、当初の６カ月

間で必要な技能や知識を身につけること

ができ、正規雇用への道が開かれるので

あれば、求職者・企業双方にとってメリ

ットがある制度ではないでしょうか。 

 

活用が広がる「動産担保融資制

度」とは？ 

 
◆融資件数が１年で 2.7 倍に増加 

金融庁の発表によれば、2008 年度にお

ける「動産担保融資制度」による融資件

数が 1,387 件（前年度比 2.7 倍）に増加

したそうです。金額ベースでは 585 億円

（同 63％増）となっています。 
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絶対額としては、まだまだ少ない融資

制度の１つだとはいえますが、どのよう

な仕組みで、企業にとってどのようなメ

リット・デメリットがあるのでしょうか。 

 

◆「動産担保融資」とは 

動産担保融資制度は、企業が抱えてい

る在庫商品、工場設備・機械、農家が飼

っている家畜などの流動性の高い資産を

担保として、金融機関が成長の見込める

企業などに資金を貸し付ける仕組みであ

り、アメリカなどでは一般的なものとな

っています。 

これまでに担保として認められたもの

の例としては、昆布、りんご、牛、豚、

冷蔵設備、建材、鋼材、工作機械、プレ

ス装置などがあります。 

融資の金額は、在庫商品の市場価値や

取引先の支払能力などが総合的に判断さ

れたうえで、決定されます。 

 

◆動産担保融資制度のメリット 

通常の融資制度においては、企業は、

金融機関に担保として不動産を求められ

る場合が多く、土地・建物等の不動産を

持っていない中小企業は、融資を受けづ

らいというのが現状です。しかし、この

動産担保融資制度を活用することによっ

て、資金繰りが楽になる中小企業は少な

くないでしょう。 

 

◆いくつかの課題も 

動産担保融資制度の課題としては、

「動産担保の価値を正確に評価すること

ができるのか」ということが挙げられま

す。これに関しては、金融機関が、担保

に設定する動産に関する専門家（いわゆ

る“目利き”）などと連携するケースが増

えているようです。 

また、企業にとっては、「在庫を担保に

しないと融資を受けられない企業」とみ

られてしまう点がデメリットとなってい

るようです。 

これらの点がクリアできれば、さらに

活用が広がるものと思われます。 

 

「高額介護・高額介護合算療養

費制度」の申請受付開始 

 
◆申請受付がスタート 

平成 20 年４月から、「後期高齢者医療

制度」（長寿医療制度）とともに、「高額

医療・高額介護合算療養費制度」（以下、

「合算制度」という）が施行されました。 

このうち、「合算制度」については、こ

の８月（加入している医療保険や介護保

険により受付開始日が異なる）から順次

申請受付が始まりました。 

 

◆「合算制度」の内容 

「合算制度」は、公的医療保険・介護保

険の両方を利用している世帯の自己負担

額が重くなり過ぎないように、自己負担

額の合計が一定の上限額（年額 56 万円を

ベースとして、世帯員の年齢構成や所得

区分に応じて設定されている）を超えた

場合に、超過分が還付される制度です。 

費用の負担については、医療保険者・

介護保険者の双方が、自己負担額の比率

に応じて負担し合うことになっています。 

 

◆具体的なケース 

想定されるのは、高齢の妻の介護によ

り出費が大きくなっていたところ、夫が

病気で倒れてしまいさらに高額な医療費

がかかってしまうというようなケースで

す。このようなケースにおいて、できる

だけ世帯の負担を少なくしてあげようと

いうのが、本制度創設の趣旨です。 

例えば夫婦２人の世帯（ともに 75 歳で

市町村民税非課税）が、１年間（８月１

日～７月 31 日の間）で、夫が医療保険で

30 万円、妻が介護保険で 30 万円を支払

った場合、世帯としての年間の負担は合

計 60 万円となりますが、支給申請を行う

ことにより、この場合の上限額（31 万円）
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を超えた金額である 29 万円が還付され

ます。 

なお、この「合算制度」の詳細につい

て は 、 厚 生 労 働 省 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.mhlw.go.jp/za/0724/a10/

a10.html）にも掲載されていますので、

ご参照ください。 

 

「多重派遣」をめぐる労働局によ

る命令事例 

 

◆「二重派遣」で業務停止命令 

７月 16 日、福島労働局は、人材派遣会

社から派遣された労働者を別の会社に派

遣していたなどとして、福島県の製造業

「アルファ電子」に対し、同社の派遣業

について１カ月間業務を停止するよう命

令を出しました。また、二重派遣となる

ことを知っていながら同社に労働者を派

遣していた同県の人材派遣会社（４社）

に対しても、事業改善命令を出しました。 

 

◆なんと「三重派遣」の事例も！ 

また、７月 23 日、東京労働局などは、

東京都の派遣会社「辰星技研」が無届け

の派遣会社などから派遣されてきた労働

者を二重・三重の派遣状態で日本原燃の

使用済み核燃料再処理工場（青森県）に

派遣していたとして、事業停止命令を出

しました。 

厚生労働省の発表によれば、三重派遣

による事業停止命令は初めてのことだそ

うです。 

 

◆禁止されている「多重派遣」 

法律上、労働者供給事業のうち、労働

者派遣に該当するものだけが例外的に許

されていますが、それ以外のものは職業

安定法 44 条により禁止されています。 

「二重派遣」は、Ａ社がその雇用する労

働者をＢ社に派遣し、Ｂ社が当該労働者

をさらにＣ社に派遣するケースをいいま

す。この場合において、Ｂ社は、自社が

雇用していない労働者を他社（Ｃ社）の

ために労働に従事させていることから、

労働者派遣の定義には当てはまらず、こ

うした行為は職業安定法 44 条により禁

止されます。 

二重派遣と判断された場合には、指導や

検査等の行政処分がなされるほか、１年

以下の懲役または 100 万円以下の罰金を

受ける可能性もあります。 

 

利用が増える「遺言信託」のメリッ

ト 

 
◆伸びる利用件数 

社 団 法 人 信 託 協 会

（http://www.shintaku-kyokai.or.jp/）

のまとめによれば、今年３月末時点にお

ける「遺言信託」の利用件数が、６万

5,612 件（前年同月末比 6.4％増）となっ

たそうです。 

この遺言信託については、大手の信託

銀行だけでなく地方銀行なども取扱いを

行っており、サービスを拡充しているこ

とから、利用件数はこの５年間で約 1.5

倍となっているそうです。 

 

◆「遺言信託」とはどんなものか？ 

「遺言信託」は、信託銀行などが、遺言

書作成の助言・保管・執行などを一括し

て顧客から請け負うものです。顧客に対

して、法的に有効な遺言書の作成方法を

助言し、作成した遺言書を保管し、死亡

後に執行（遺言書に従った遺産の処理、

口座の名義書換など）を行うサービスを

提供します。 

この遺言信託には、一般的に、遺言書

の保管だけを行う契約形態と、執行まで

をまとめて行う契約形態があるそうです。 

 

◆「遺言信託」利用増加の背景 

遺言書は、公証役場の公証人に作成を
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依頼したり、弁護士に執行を依頼したり

することもできますが、（１）作成のアド

バイスをもらえること、（２）遺言内容の

定期的な見直しなどのアフターフォロー

があること、（３）執行の際の手際が良い

ことなどから、主に富裕層や企業オーナ

ーなどが信託銀行に依頼するケースが増

えているようです。 

また、相続に関しての権利意識が高ま

っていることなども、この「遺言信託」

の利用件数拡大に繋がっているようです。 

 

霞が関（中央省庁）に「認証保育

所」開設へ 

 
◆国土交通省に保育所を開設へ 

国土交通省は、同省内に今年 10 月に保

育所を開設し、役所だけでなく周辺の一

般企業に勤める人の子どもも受け入れる

方針を明らかにしました。最近では、大

企業を中心に企業内に託児所などを設置

するケースも増えつつありますが、こう

した取組みは霞が関を中心とした中央省

庁では初めてで、注目を浴びそうです。 

この保育所の名称は「かすみがせき保

育所」で、定員は 30 名、０～５歳児の子

どもを受け入れる予定とのことです。東

京都が独自に認めている「認証保育所」

として設置されます。 

 

◆「認可保育所」とは？ 

保育所といった場合、まずは「認可保

育所」があります。「認可保育所」は、児

童福祉法に基づく児童福祉施設のことで

あり、施設の広さ、保育士等の職員数、

給食設備、防災管理、衛生管理などの国

が定めた設置基準をクリアして、都道府

県知事に認可された施設のことです。 

保護者が仕事や病気などの理由で、０

歳～小学校就学前の子どもの保育ができ

ない場合に子どもを預かり保育します。

市区町村が運営する「公立保育所」と社

会福祉法人などが運営する私立の「民間

保育所」がありますが、認可保育所は公

費により運営されます。 

 

◆「認証保育所」とは？ 

これに対して「認証保育所」は、広い

敷地を確保できないなど、「認可保育所」

の基準を満たしていなくても、自治体が

独自の基準を定めて「認証」した保育所

のことです。自治体が民間企業などの事

業者に対して運営費を補助することによ

り成り立っています。利用者は、保育所

と直接契約する必要があります。 

なお、東京都では、2001 年にこの「認

証保育所」の仕組みを導入し、８月１日

現在、都内に 457 カ所あるそうです。 

 

◆待機児童の問題 

ここ最近「待機児童」が大きな社会問

題となっています。保育所入所資格を有

して入所を希望していても、保育所の施

設定員を超過するなどの理由から入所で

きない状態にある児童のことです。 

前述の「かすみがせき保育所」の設置

も待機児童対策の一環だと言われていま

すが、待機児童対策がさらに進んでいく

ことが期待されます。 

 

９月の税務と労務の手続［提出

先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出

＜前月以降に採用した労働者がいる

場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出

＜前月以降に一括有期事業を開始し

ている場合＞ 

［労働基準監督署］ 
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30 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局また

は銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提

出［社会保険事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出［公共職業安定

所］ 


